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厚
生
労
働
省
は
厚
生
年
金
の
保

険
料
を
決
め
る
見
做
し
賃
金
、
標

準
報
酬
月
額
に
つ
い
て
、
上
限
を

引
き
上
げ
る
検
討
に
入
っ
た
。
加

入
者
の
６
・
３
％
、
約
２
６
４
万

人
の
負
担
増
に
直
結
し
、
企
業
の

使
用
者
負
担
も
増
す
と
あ
っ
て
実

現
の
見
通
し
は
立
っ
て
い
な
い
。

そ
れ
で
も
昨
年
に
続
い
て
今
期
の

春
闘
も
賃
上
げ
基
調
に
有
る
。
上

限
引
き
上
げ
は
年
金
財
政
へ
の
好

影
響
も
見
込
め
る
事
か
ら
、
同
省

は
２
０
２
５
年
の
次
期
年
金
制
度

改
革
に
合
わ
せ
た
改
定
を
見
据
↘

え
て
い
る
。

厚
生
年
金
の
保
険
料
は
、
基
本
給
に
通
勤
手
当
を
含
む
各

種
手
当
を
加
え
た
４
〜
６
月
の
支
給
実
績
の
平
均
を
元
に
毎

年
９
月
に
決
ま
る
。
標
準
報
酬
月
額
は
８
万
８
０
０
０
円

（
月
収
８
・
３
〜
９
・
３
万
円
）を
下
限
に
、
上
限
の
65
万
円

（
同
63
・
５
〜
66
・
５
万
円
）ま
で
32
等
級
に
分
か
れ
て
い
る
。

例
え
ば
月
収
64
万
円
な
ら
標
準
報
酬
月
額
は
65
万
円
と
見

做
さ
れ
、
こ
れ
に
18
・
３
％
を
乗
じ
た
金
額（
11
万
８
９
５

０
円
）を
保
険
料
と
し
て
労
使
で
折
半
す
る
。
標
準
報
酬
月

額
は
65
万
円
が
上
限
の
為
、
給
与
が
１
０
０
万
円
を
超
え
る

人
で
も
月
収
65
万
円
と
扱
わ
れ
、
納
付
期
間
が
同
じ
な
ら
月

収
64
万
円
の
人
と
保
険
料
も
老
後
の
給
付
も
変
わ
ら
な
い
。

標
準
報
酬
月
額
は
厚
生
年
金
が
32
等
級
な
の
に
対
し
、
健

康
保
険
は
50
等
級
と
よ
り
細
分
化
さ
れ
て
い
て
、
上
限
は
↘

の
を
32
等
級（
65
万
円
）に
増
や
し
た
。
22
年
３
月
末
の
全
被

保
険
者
の
平
均
標
準
報
酬
月
額
は
32
万
７
２
７
８
円
。「
２

倍
ル
ー
ル
」に
従
っ
て
２
を
掛
け
る
と
65
万
４
５
５
６
円
と

な
り
、
65
万
円
を
上
回
る
。
23
年
は
賃
上
げ
が
続
い
た
上
、

24
年
も
同
様
の
傾
向
が
続
く
と
見
ら
れ
、
等
級
を
増
や
し
て

上
限
を
引
き
上
げ
る
条
件
は
満
た
さ
れ
そ
う
だ
。

た
だ
、
上
限
の
引
き
上
げ
に
対
し
て
は
、
中
小
企
業
関
係

の
団
体
等
、
負
担
が
増
え
る
経
済
界
の
一
部
か
ら「
賃
上
げ

努
力
に
水
を
差
す
」等
と
早
く
も
反
発
す
る
声
が
出
て
い
る
。

と
は
い
え
、
厚
労
省
の
調
査
で
は
、
上
限
の
収
入
を
得
て
い

る
人
の
39
・
６
％
は
ボ
ー
ナ
ス
が
０
円
と
な
っ
て
い
る
。
ボ

ー
ナ
ス
を
無
し
に
し
て
月
給
に
付
け
替
え
、
ボ
ー
ナ
ス
分
の

保
険
料
負
担
を
免
れ
て
い
る
企
業
が
有
る
事
を
裏
付
け
て
い

る
。
同
省
幹
部
は「
標
準
報
酬
を
巡
っ
て
後
ろ
暗
い
行
為
を

し
て
い
る
企
業
は
少
な
く
な
い
」と
指
摘
す
る
。

健
康
保
険
の
場
合
、
上
限
に
達
す
る
収
入
を
得
て
い
る
人

は
約
33
万
３
０
０
０
人
。
全
体
の
１
％
に
満
た
ず
、
年
金
の

６
・
３
％
を
大
き
く
下
回
る
。
加
え
て
年
金
の
場
合
、
男
性

に
限
れ
ば
上
限
該
当
者
が
９
・
２
％（
約
２
３
２
万
人
）に
上

り
、「
最
多
数
派
」を
占
め
る
。
他
の
等
級
は
多
く
と
も
６
％

台
に
止
ま
っ
て
お
り
、
上
限
に
達
し
て
い
る
層
が
突
出
し
て

い
る
。

年
金
の
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
を
引
き
上
げ
る
と
、
該
当

者
の
年
金
給
付
は
報
酬
比
例
部
分
こ
そ
増
す
も
の
の
、
基
礎

年
金
部
分
は
変
わ
ら
な
い
。
又
、
負
担
が
給
付
に
反
映
さ
れ

る
の
は
老
後
の
為
、
当
事
者
が
現
役
の
間
は
新
た
な
負
担
分

も
積
立
金
に
回
っ
て
運
用
益
が
増
す
。
所
得
再
分
配
効
果
が

高
ま
り
、
低
所
得
層
の
年
金
も
底
上
げ
さ
れ
る
効
果
が
有
る
。

前
回
、
20
年
の
等
級
増
は
20
年
ぶ
り
の
上
限
引
き
上
げ
だ

っ
た
。
デ
フ
レ
下
で
賃
金
が
一
向
に
上
が
ら
ず
横
ば
い
続
き

だ
っ
た
事
に
よ
る
影
響
だ
。
当
時
と
は
経
済
環
境
が
異
な
り

デ
フ
レ
脱
却
に
向
け
て
賃
金
上
昇
が
見
込
ま
れ
る
中
、
厚
労

省
幹
部
は「
現
状
は
高
所
得
層
か
ら
負
担
能
力
に
応
じ
た
保

険
料
徴
収
が
出
来
て
い
な
い
」と
言
い
、「
等
級
を
増
や
せ
ば

報
酬
比
例
分
の
給
付
格
差
は
広
が
る
け
れ
ど
、
同
時
に
再
分

配
機
能
も
高
ま
る
事
に
着
目
し
て
欲
し
い
」と
話
す
。

１
３
９
万
円
と
年
金
の
倍

以
上
だ
。
医
療
の
場
合
、収

入
に
よ
る
保
険
料
負
担
の

格
差
が
大
き
く
と
も
治
療

等
の
給
付
面
で
は
格
差
が

生
じ
な
い
。
一
方
、年
金
は

保
険
料
負
担
の
差
が
老
後

の
給
付
格
差
に
繋
が
る
。

こ
の
為
上
限
を
低
く
設
定

し
、
高
所
得
層
へ
の
給
付

額
を
抑
え
て
い
る
。

年
金
の
上
限
は「
現
役
被
保
険
者
全
体
の
平
均
標
準
報
酬

月
額
の
概
ね
２
倍
」と
な
る
様
設
定
さ
れ
て
い
る
。
前
回
は

20
年
９
月
に
見
直
し
、そ
れ
迄
31
等
級（
62
万
円
）だ
っ
た
↖

第
191
回 

賃
上
げ
伴
う
年
金
上
限
引
き
上
げ


